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安心して働ける職場であり続けるために 人と社会に対してフェアであり続けるために 

労働災害対策 採用方針 教育体系 

障害者雇用 

差別撤廃への方針と教育 

樹人館の設立 

●障害者雇用率推移 

各事業所では自衛消防隊を 
設置しています 

安全小冊子「地震に備えて」ほか 

グループ環境安全委員会などで 
情報共有化を図っています 

研修施設「樹人館」 

設備改善と教育の両面から、事故防止対策を実施しています 

　当社における労働災害を分析すると、設備の回転体

への巻き込まれ、刃物による切り傷が全体の2／3を占

めています。この対策のためすべての設備面において、

刃物が剥き出しの部分などに安全カバー等を取りつけ、

カバーを開けると機械が自動で停止する機能を備える

よう改善しています。回転体については、緊急停止用ス

イッチなどを採用しています。 

　一方、作業者に対しては、経験年数の浅い人たちが

被災するケースが多いため、「異常時は機械を止める」

ことを習慣づけるとともに、安全教育を中心とした予

防対策をさらに強化していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震対策 

 

地震発生に備え、教育・訓練を重ねています 

　製造現場や家庭での地震対策、地震が起きたときに

とるべき行動について記した安全小冊子「地震に備え

て」を国内のグループ会社を含めた全従業員に配付

しています。 

　また、事業所ごとに地震対策マニュアルを整備し、

地震発生時の危険物の取り扱いについても現場で周

知徹底し、必要に応じてマニュアルの見直しも行って

います。避難訓練等も定期的に実施しています。 

火気対策 

火災のリスクを認識し、 

グループあげて防火に取り組んでいます 

　当社グループでは有機溶剤を多く使用していること

から、火気には特に厳重な注意を払っています。火災は

いったん発生すると、労働災害に発展するおそれがあ

るため、リスクと認識し予防と対策に取り組んでいます。

2003年度当社の発火事故件数は7件、国内外グルー

プ会社を含めると20件でした。発火の原因の過半数

は静電気によるもので、当社グループでは静電気防火

部会を設置し、静電気による火災の防火技術開発や初

期消火技術を検討しています。 

　発火事故が発生した場合は、各拠点の静電気防火部

会メンバーを中心とする専門チームの調査が開始され

ます。調査では再現実験などで原因究明を行います。

それをもとに、発火事故が発生した設備には、適切な対

策を講じるのはもちろん、当社グループで情報共有し、

類似設備へも対策をしています。 

人物本位の選考で、自立型人材を積極採用しています

　当社は、「革新・創造・自立」を目指すことのできる自

立型人材に入社していただきたいと考えます。「自立

した社員」が個々の人生を豊かにし、ひいては会社の

発展につながると当社は考えているからです。 

　そのために、採用選考では人物重視とし、応募された

方の「自分の何を活かして日東電工で何をやりたいか」

と当社が求める「自立型人材」のマッチングを図る場と

して、面接に重きをおいています。 

 

 

 

障害者雇用特例子会社を設立 

　障害者や高齢者が仕事を通じて生きがいを実感でき

る場を提供するため、2000年5月に障害者雇用特例子

会社、日東電工ひまわり（株）を設立しました（P.37参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループ会社において、人権啓発活動を進めています 

　当社グループでは社会の一員として信頼される存在

であり続けるために、基本方針に基づき、従業員に対す

る人権啓発活動を推進しています。グループ会社に人

権啓発推進委員会、人権啓発推進事務局会議を設置し、

年間計画策定のうえで研修等の人権啓発推進策を実施。 

　また、グループの全役員、従業員は「法令倫理遵守

ガイドライン」に掲げる行動ルールに照らして、自らの

日常行動を点検するとともに、職場等において相互啓

発を実践しています。 

 

 

 

 

従業員一人ひとりのキャリア形成を支援しています 

　当社の教育体系は、「キャリアサポート研修」、「職種

別研修」、「ライフステージセミナー」の3種類に大別さ

れます。 

　「キャリアサポート研修」では、研究・開発、製造、営業

等の職種を超えて、それぞれの階層（実力等級）ごとに

求められる能力の向上を目指します。 

　「職種別研修」とは、研究・開発、製造、営業等の職種

別に実施するもので、それぞれの分野における専門性

の向上を目指します。 

　「ライフステージセミナー」は、前2者とは趣旨を異に

し、人生の節目においてそれまでの自分自身を振り返り、

適性を探索し、今後のキャリア設計や自立を支援して

いこうというものです。 

　当社ではこれら3種類の教育プログラムを中心に、従

業員一人ひとりが生きがいを実感できるキャリア形成を

支援しています。 

 

 

 

研修施設「樹人館」が竣工しました 

　本社6号棟が改修され、研修施設「樹人館（じゅにん

かん）」として2004年1月に竣工しました。樹人館は、

階段教室などを備えた教育施設であり、新入社員教育を

はじめとする各種教育研修に使用されています。 

　館名は現会長山本の命名によるもので、人材育成の

重要性を説いた中国古典（管子）「一年之計、莫如樹穀、

十年之計、莫如樹木、終身之計、莫如樹人（一年の計を立

てるなら穀物を植えるが良い。十年の計を立てるなら木

を植えるが良い。終身の計を立てるなら人物を育てる

のが最も良い）」に由来し

ています。この館名に込め

られた思いは当社の人材

育成の基本的な考え方と

もいえるでしょう。 
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●労働災害発生頻度（100万時間あたりの発生件数） 
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●お客様品質情報システム 
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人と社会に対してフェアであり続けるために 
 

 

 

「貢献に見合った処遇を実現する」 

成果原理に基づいた人事制度を整備 

　当社では、「貢献に見合った処遇を実現する」ことで、

やりがいや活力にあふれた職場を目指すため、男女の

性別による区別なく、「成果原理」に基づいた人事制度

を導入しています。 

 

＜成果原理における人事評価制度について＞ 

 潜在的な能力までも評価対象とする能力主義とは異

なり、成果原理では発揮された能力である「具体的行

動」、その行動によって生まれる「成果」を評価対象と

しています。成果には最終的に会社の業績として数字

で現わせる「最終成果」と、数字では現わせない「中間

成果」とがあります。決して最終成果だけに着目した

結果主義の制度ではありません。 

　「具体的行動」では優れた職務行為とはどのようなも

のであるかを職種別に明確にして、それを基準に「成果

につながることが予想される行動」を「成果行動評価」

として評価しています。また「中間成果」と「最終成果」

については、目標管理制度を導入し、期間内に達成すべ

き目標を設定し、その難易度と達成度によって「業績評価」

として評価しています。これら「成果行動評価」と「業績

評価」の2つの指標により、評価の透明性と納得性を高

めています。 

　また、現在採用している評価制度で最も重要と位置

づけているのが、上司と本人の間のコミュニケーション

です。評価に対して納得性をより高めていくために「評

価時面接」が行われ、納得がいくまで話し合いがもたれ

ます。また、「納得度調査」アンケートが従業員全員に

対して行われ、評価時の面接での話し合いや評価結果

の説明が確実に行われているかなどを調査し、その結

果を上司にフィードバックし改善していくことで、評価

に対する納得性をより向上させています。一方、評価を

する者に対しては、評価スキルの習得、向上を目的とし

て評価者研修が実施され、評価が公正に行われるよう配

慮しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜実力等級制度について＞ 

　当社の一般社員は、業務革新型のＣ職掌、業務習得

型のＮ職掌に分かれています。その職掌ごとに会社の

期待・役割が明確にされており、処遇にも反映されてい

ます。職掌は本人の意思で選択することができ、そうす

ることによって個人の就業意識の向上、形態の多様化

にも対応しています。また、本人の希望および上司の

推薦で、職掌を変更することが可能になっています。 

ものづくりの技を次代に伝える技能者育成システム 

　「技能塾」とは文字どおり、ものづくりを支える現場

の技能を次代に伝承することを目的に構築された技能

者の育成システムです。習得度レベルと技能難易度を

ベースに、特級から3級まで4段階の技能士等級を設

定し、現場でのトラブル対応能力に重点を置いた評価

を特徴としています。 

　技能塾は1994年3月の経営会議で承認され、3年

間をかけて技能士等級の仕組みづくりやテキストづく

り等の基礎固めを行った後、最も多くのノウハウを蓄積

している豊橋事業所からスタート。現在では、28名(累

計)の一級技能士を頂点に大勢の技能者が育っています。 

 

人事制度 

技能塾について 

メーカーとしてお客様に対する責任を果たすために 
日東電工グループは、経営理念および行動基準をもとに品質基本方針「お客様に満足していただける品質づくり」を

定め、優れた品質とサービスでお客様の満足度向上を追及しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果的な品質マネジメントシステムを構築しています 

　さまざまなビジネス形態のお客様とお取引きさせて

いただくため、当社は多様なビジネス形態に即した効

率的な品質マネジメントシステムを構築しています。 

　また、当社グループのモットーである“Same 

Brand　Same　Quality”を確保するため、グループ共

通の品質指標を定め、連結管理を行うことにより、顕在

および潜在する品質課題を抽出し、改善しています。 

　さらに品質マネジメントシステムの維持向上を図る

ため、国内6事業所、国内グループ6製造会社、海外 

グループ8製造会社において計画的に品質監査を行い、

必要に応じて是正・予防処置を講じています。 

 

 

 

情報システムを最大限に活用 

　お客様の満足度を向上させるためには、お客様や市

場の情報を有効活用することが重要です。そのため当

社グループでは2000年に国内事業所、国内・海外グルー

プ会社で閲覧、入力ができる社内イントラネット品質情

報システムを立上げました。これにより品質情報の収集・

共有化を図り、製品やサービスの改善に結びつけてい

ます。 

　万が一、品質問題が発生した場合には、社内イントラネッ

ト品質情報システムを利用して、お客様に与える被害

を最小限にするためのスピーディーな社内情報伝達と

対策を実施しています。さらに経営にまで影響する重

大な品質問題については経営幹部に同報され、適切な

判断や指示を受けるとともに、グループ全体で課題の

認識と再発の防止および予防処置に取り組んでいます。 

 

製品安全に関する基本方針に則り、対策を講じています 

　当社グループはその経営理念および品質基本方針

のもとに消費者の方々の安全を守る製品づくりに努め

てきました。1995年に製造物責任法（PL法）が施行

されたのを機に、製品安全に関する基本方針（「安全で

有用な製品をお客様に提供する」ことは企業としての

社会的使命である）として5つの実践項目を定めてい

ます。 

　この方針は製品安全基本規程およびMSDS（化学

物質安全性データシート）の管理規程として反映され、

各事業所での監査を通して、製品安全への漏れのない

対策を講じています。　 

お客様に満足していただける 
品質づくりのために 

製品安全への取り組み 

市場の情報を収集し、クレームに即応するために 
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●成果原理の考え方 
「成果原理」を社員の貢献を測るよりどころとして明確にしています 

成果原理における評価対象 

成果原理 

評価対象になる 
評価対象に 
ならない 

潜在的能力 
資質・特性 

具体的行動 
（能力発揮） 

中間成果 最終成果 

能力主義 結果主義 

●実力等級制度 
個人がコースを選択し、それぞれの立場で「革新・創造・自立」を目指す 

実力等級制度 
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参事1
参事2
参事3

N1
C1

C2

C3

C職掌 
（Challenge） 

N職掌 
（Normal） 

N2
N3
N4
N5
N6

●年棒制 
（成果により大きく上下） 

●業務革新型 

●昇格は経験年数 
　ではなく継続的な 
　成果を重視 

●業務革新型 

●業務習熟型 

●昇格は経験による 
　習熟を重視 

●転勤なし 
　（勤務地確定） 




